
★★令和２年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

（単位：千円）

電話番号 第一次交付限度額

メールアドレス 第二次交付限度額

交付対象経費 第三次交付限度額（地方単独分） 219,301                         1/23以降緊急事態措置等
に係る別途算定額

国庫補助事業費 第三次交付限度額（補助裏分） 18,413                           うち法定率事業分 2,757        

地方単独事業費
第三次交付限度額のうち

本省繰越希望額
（第三次地単分＋法定率事業分以内）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

1,214,308 33,599 15,815 1,189,396 - 2,831 3,530 

1 ○ 単 ―
下野市共通商
品券事業

―

①コロナウイルス感染拡大により影響を受けている消費者及び商
店を救済するためプレミアム商品券をプレミア率20％で実施し、地
域経済の活性化を促す。
②商工会への補助金
③商品券プレミアム分　2,000円×10,800セット＝21,600,000円、商
品券参加店申込補助　1,000円×250店＝250,000円
④－

－ － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

㉑いずれも該
当しない

R2.8 R3.3 21,850 21,850 
R2補正
（地）

2 ○ 単 ―

下野市新型コ
ロナウイルス
感染拡大防止
休業協力金

―

①5月11日から5月17日まで栃木県緊急事態措置に伴う休業要請
に応じた事業者の事業継続を支援
②③市内の宿泊業、飲食サービス業、娯楽業、教育、学習支援業
事業者約300件に１事業者5万円
④－

○ ○ － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R2.6 15,000 15,000 
R2補正
（地）

3 ○ 単 ―

下野市小規模
事業者等事業
継続緊急支援
金

―

①②③売上が減少した市内小規模事業者等で、経営継続及び雇
用の維持を図る事業者等約1,900件に対し１０万円の支援金を支
給する。
④－

－ ○ － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.1 190,000 190,000 
R2補正
（地）

4 ○ 単 ―
下野市就学支
援金の給付事
業

―

①在宅を余儀なくされている小中学生に対し、負担増となる食費や
家庭学習のための教材費等の支援を行うことにより、当該家庭の
経済的負担を抑えることを目的とする。
②③　補助金　小中学生等　４，９００人×１０，０００円＝４９，０００
千円　他印刷製本費等　３６７千円
④小中学生の保護者

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R2.12 49,367 49,367 
R2補正
（地）

5 ○ 単 107
下野市修学支
援金給付事業

―

①－
②－
③④
市の奨学金の貸付けを行っている奨学生に対し給付
給付のため返還は不要
一人当たり５万円×５５人

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.3 2,750 2,750 
R2補正
（地）

6 ○ 単 103
GIGAスクール
端末導入事業

―

①小中学生全員に1人1台のタブレットを配備し、今後の学習で積
極的にオンライン学習等、ICTの活用を進める。
➁生徒用タブレット端末の1人1台整備に係る経費及びサーバーの
設定費。
③必要額：390,262千円
「3人に1人分」（地方単独事業）のうち未整備分
単価90,329円×1,593台≒143,984千円
「3人に２人分」（国費事業）について国からの定額補助
（45000円/台）への上乗せ分（上乗せする場合）
上乗せ単価45,329円×台数3,188台≒144,508千円
教師用＋予備端末
単価90,329円×台数519台≒46,880千円
サーバー設定　54,890千円
➃市内小中学校　１５校

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

⑨教育 R2.12 R3.3 390,262 390,262 - - 
R2補正
（地）

7 ○ 単 36 災害対策事業 ―

①避難所における感染症予防のため、マスクや非接触式温度計
等を購入するとともに、開設避難所の拡充による備蓄品・資機材を
確保する。
②備蓄品・資機材の購入費用及び防災倉庫設置に係る経費を交
付税対象とする。
③マスク・非接触式温度計等消耗品費一式　23,575千円
　防災倉庫9か所　6,138千円
　テント・ポータブル蓄電池照明セット等備品一式　13,413千円
④全市民　60,274人

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 43,126 43,126 - - 
R2補正
（地）

8 ○ 単 24
公共交通緊急
対策支援事業

―

①市内タクシー、バス事業所に対し、新型コロナウイルス感染症対
策にかかる経費の一部を補助することにより、市民の足としての公
共交通の維持、推進の一助とする。
②新型コロナウイルス感染症の飛沫感染又は接触感染を防止す
るための対策に要する経費を交付対象経費とする。
③17事業所×月10千円×12ヵ月＝2,040千円
④市内交通事業所（タクシー、バス全17事業所）
　対象期間は令和2年4月まで遡り、令和3年3月までの12ヵ月間

－ ○ － － －

Ⅲ-１．観光・
運輸業、飲食
業、イベント・

エンターテイン
メント事業等
に対する支援

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 2,040 2,040 - - 
R2補正
（地）

9 ○ 単 28
図書消毒機設
置事業

―

①新型コロナウイルス感染拡大防止のため図書消毒機を設置し、
図書館で使用する他、図書館利用者にも利用してもらう
②③図書消毒機設置に係る経費
１，３２０千円×3館
④市立図書館3館（石橋図書館、国分寺図書館、南河内図書館）

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R2.12 3,960 3,960 - - 
R2補正
（地）

422,258                                                                                  

都道府県名 栃木県 0285-32-8886 第一次配分額 177,909                 177,909                                                                                  

地方公共団体名 下野市 sougouseisaku@city.shimotsuke.lg.jp 第二次配分額 422,258                 

130,000                                                                                  

都道府県・市町村コード（５桁） 09216 1,189,396                                                      第三次配分予定額
（本省繰越希望額を除く）

107,714                 

担当部局課名 総合政策部総合政策課 15,601                                                          本省繰越予定額                  130,000

担当者氏名 松沼　弘茂 1,173,795                                                      配分予定額計 707,881                 

基金

移替先 総務省 837,881                                                                                  

Ｎｏ

確

認

済

み

事

業

補

助

・

単

独

事

例

集

事

例

番

号

交付対象事業
の名称

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

合計

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

事業
終期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

総事業費
補助対象
事業費

補助対
象外経
費



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

基金Ｎｏ

確

認

済

み

事

業

補

助

・

単

独

事

例

集

事

例

番

号

交付対象事業
の名称

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

事業
終期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

総事業費
補助対象
事業費

補助対
象外経
費

10 ○ 単 -
サテライトオ
フィス構築事
業

―

①サテライトオフィスの設置により、分散勤務及び家にPC環境が
無い等の在宅勤務職員における事務利用を可能とする。
②サテライトオフィス環境の構築にかかる委託料等を交付対象経
費とする。
③サテライトオフィス用端末等環境構築にかかる委託料として
13,092千円、需用費50千円
④地方公共団体

－ － － － －

Ⅳ-３．リモート
化等によるデ
ジタル・トラン
スフォーメー
ションの加速

④行政IT化 R2.10 R2.12 13,142 13,142 - - 
R2補正
（地）

11 ○ 単 -
水道料金（基
本料金）減免

―

①市民生活の維持や事業者の事業継続の支援の一環として、水
道料金（基本料金）の減免を行う。
②下野市水道事業会計に繰り出し、一般世帯及び事業所等の水
道使用料減免に係る費用を交付対象経費とする。
③偶数月　19,200,000円（約12,700件分基本料金）×２回（10月・12
月）＝38,400,000円
奇数月　16,700,000円（約10,800件分基本料金）×２回（11月・1月）
＝33,400,000円
減免特別処理対応に伴う料金システム改修費　1,100,000円
④下野市水道事業会計

－ － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

Ｒ2.10 Ｒ3.1 72,900 72,900 - - 
R2補正
（地）

12 ○ 単 102
修学旅行変更
に伴うキャン
セル料等

―

①②新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、修学旅行の行き先
や日程を変更したことにより発生した企画料・キャンセル料等の経
費を補助することにより、保護者等の負担を軽減する。
③④7校・686名・1,512,244円

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R2.12 1,513 1,513 - - 
R2補正
（地）

13 ○ 単 102
スクールアシ
スタント配置
事業

―

①②学校一斉臨時休業に伴う授業日数の確保を図るために、夏
休み期間の短縮を行う事とし、これに伴い出勤するスクールアシス
タントの報酬
③④スクールアシスタント（報酬・通勤手当）　26名・18日・3,912,309
円）

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 3,913 3,913 - - 
R2補正
（地）

14 ○ 単 -
旧国分寺西小
学校改修事業

―

①感染症予防のため、非接触型の蛇口を設置し、感染及び感染拡
大への予防を徹底する。また、施設内の環境を、換気を良くし活動
しやすく良好に保持するため空調設備を整備する。
②非接触型蛇口及びエアコンの新設修繕に係る経費を対象経費
とする。
③非接触型蛇口　12か所×　 66,000円＝　 792,000円
　エアコンの新設　 1か所×　264,000円＝　 264,000円
　　　　　　　　修繕　1か所×6,600,000円＝6,600,000円
　　　　　　　　　　　　1か所×2,640,000円＝2,640,000円
　　　　　　　　　　　　1か所×1,320,000円＝1,320,000円
　　　　　　　　　　　　1か所×　660,000円＝　 660,000円
④旧国分寺西小学校校舎・ランチルーム

－ － － － －
Ⅳ-４．公共投
資の早期執行

等
①３密対策 R2.11 R3.3 12,276 12,276 - - 

R2補正
（地）

15 ○ 単 -
保育園蛇口取
替事業

―

①新型コロナウイルス感染症対策として、公立保育園（４園）の
　 調乳室等に職員用の非接触型蛇口を設置して、感染予防を
   図る。
②保育園蛇口取替事業に係る費用を交付対象経費とする。
③グリム保育園（４か所）　257,090円×1.1＝282,799円
　  しば保育園（３か所）128,570円×1.1＝141,427円
　  吉田保育園（2か所）165,910円×1.1＝182,501円
　  こがねい保育園（2か所）64,000円×1.1＝70,400円
　　合計677,127円
④公立保育園（４園）

－ － － － －
Ⅳ-４．公共投
資の早期執行

等

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 678 678 - - 
R2補正
（地）

16 ○ 単 -
インフルエン
ザ予防接種事
業

―

①新型インフルエンザと新型コロナウイルス感染症の同時流行を
未然に防止し、医療従事者への負担を軽減する。
②インフルエンザ予防接種助成
③④
小児（0歳～12歳）　5,909人×接種率90％×単価2,900円×助成回
数2回＝30,845千円
中学（13歳～15歳）1,606人×接種率90％×単価2,900円×助成回
数1回＝4,192千円
妊婦　　　　　　　　　415人×接種率90％×単価2,900円×助成回数
１回＝1,083千円
高齢　　　　　　　　15,148人×接種率90％×単価3,848円×助成回
数1回＝52,461千円
合計助成金額　　　　　88,581千円
当初予算助成予定金額　　50,602千円
差引（交付金申請額） 37,979千円

－ － － － －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

㉑いずれも該
当しない

Ｒ2.10 Ｒ3.2 37,979 37,979 - - 

３月以降に申請された
助成金の支払いは４月
以降となるため（補助
対象外経費（一般財
源）で対応）

R2補正
（地）

17 ○ 単 48

下野市新型コ
ロナウイルス
感染症経営安
定化資金関連
利子補給

―

①新型コロナウイルス感染症により影響を受けた企業に対する利
子補給を継続的に行うための基金を造成する。
②経営に支障が生じている事業者への利子補給に係る費用
③利子補給額：件数（見込み）×単価（4.5.6月平均）
　264件×221,455円＝58,464千円
④市内中小企業等

－ － － － 〇
Ⅱ-２．資金繰

り対策
㉑いずれも該

当しない
R3.3 R3.4以降 58,464 58,464 - - 

令和6年3月まで基金を
取り崩して行うため

R2補正
（地）

18 ○ 単 -

下野市新型コ
ロナウイルス
感染症経営安
定化資金関連
信用保証料

―

①新型コロナウイルス感染症により影響を受けた企業に対する信
用保証料を助成することで、中小企業の資金調達の円滑化を図
る。
②新型コロナウイルス感染症により売り上げが減少した事業者へ
の信用保証料。
③信用保証料：
　4.5.6月分実績　 　　135件　31,311,871円
　7～3月分見込み　　139件　36,357,129円
　合計　　　　　　　　　 274件　67,669,000円
※7～3月分見込みの単価は新型コロナ安定化資金の4～7月分の
実績平均値を参考に決定（118件、31,125,068円）
④市内中小企業等

－ － － － －
Ⅱ-２．資金繰

り対策
㉑いずれも該

当しない
R2.4 R3.3 67,669 67,669 - - 

R2補正
（地）
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番

号

交付対象事業
の名称

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

事業
終期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

総事業費
補助対象
事業費

補助対
象外経
費

19 ○ 単 -
令和2年度下
野市共通商品
券第2弾

―

①購入額にプレミアム分を上乗せした市独自の商品券を発行し、
地域経済再生のきっかけを創出する。
②１万2千円分の商品券を1万円で販売し、その差額（プレミアム
分）及び事業執行に係る事務費（商品券の印刷、発送、広告等）を
交付対象経費とする。
③商品券発行部数5400部とし、そのプレミアム分として10,800千円
（5,400部×2,000円）
事務費として、商品券製作費500千円、Web申込システム費280千
円、申し込みハガキ入力代行費310千円、当選ハガキ作成郵送代
行費630千円、広告宣伝費180千円、管理費100千円
商品券販売事業者負担金▲648千円
④下野市商工会・石橋商工会

－ － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 12,800 12,152 - 648 
R2補正
（地）

20 ○ 単 -

下野市新型コ
ロナウイルス
感染症対応感
染予防支援金

―

①感染予防対策に取り組む飲食店に「取組宣言書」を交付し、支
援金として、3万円の助成を行う。
②取組宣言書を交付した飲食店に助成する3万円の支援金を交付
対象経費とする。
③感染予防支援金3,600千円（120件×30千円）
④市内飲食店

－ ○ － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 3,600 3,600 - - 
R2補正
（地）

21 ○ 単 -
下野市公共的
空間安全・安
心確保事業

―

①感染症予防のための資材を配布し、感染及び感染拡大への予
防を徹底する。
②消毒液、アクリル板等の購入にかかる経費を交付対象経費とす
る。
③消毒液         　200本×2,035円＝407,000円
　 アクリル板     　50枚×13,200円＝660,000円
④庁舎、避難所　9か所、市内施設　22施設、市内小中学校　15校

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 1,067 1,067 - - 
R2補正
（地）

22 ○ 単 -
下野市公共的
空間安全・安
心確保事業

―

①感染症予防のための資材を配布し、感染及び感染拡大への予
防を徹底する。
② 消毒用ジェルの購入にかかる経費を交付対象経費とする。
③ 消毒用ジェル 　100本×2,180円＝218,000円
④庁舎、避難所　9か所、市内施設　22施設、市内小中学校　15校

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 218 218 - - 
R2予備費

（地）

23 ○ 単 -
下野市公共的
空間安全・安
心確保事業

―

①感染症予防のための資材を配布し、感染及び感染拡大への予
防を徹底する。
②マスク、フェイスシールド等の購入にかかる経費を交付対象経費
とする。
③ マスク         　10,000枚× 55円＝550,000円
    フェイスシールド150枚×3,000円＝450,000円
④庁舎、避難所　9か所、市内施設　22施設、市内小中学校　15校

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 1,000 1,000 - - 
R2当初
（地）

24 ○ 単 -
フェイスシー
ルド購入事業

―

①市内医療機関等へ感染防護用品としてフェイスシールドを配布
し、感染拡大を未然に防止する。
②フェイスシールド購入費
③＠270円×1,200枚×1.1＝356,400円
④市内医科歯科医療機関75箇所、市内薬剤師会27箇所、市内柔
道整復師会15箇所（1箇所につき約10枚）

－ － － － －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

⑩医療 Ｒ2.5 Ｒ2.5 357 357 - - 
R2予備費

（地）

25 ○ 単 -
体温検知カメ
ラ購入事業

―

①新しい生活様式を継続的に実践する一環として、また市民への
検温を定着化させる動機づけとして庁舎及び図書館へ体温検知カ
メラを設置する。
②体温検知カメラスタンドセット購入費
③＠350,000円×6台×1.1＝2,310,000円
④庁舎3台、図書館（3箇所）

－ － － － －
Ⅰ-２．検査体
制の強化と感
染の早期発見

㉑いずれも該
当しない

Ｒ2.6 Ｒ2.7 2,310 2,310 - - 
R2予備費

（地）

26 ○ 単 -
感染防護用品
購入事業

―

①市の新型インフルエンザ等対策ガイドラインに基づき計画的に
備蓄するため感染防護用品を購入する。
②感染防護用品購入費
③
サージカルマスク　＠50円×6,000枚×1.1＝330,000円
Ｎ95マスク　　　　　＠200円×625枚×1.1＝137,500円
手指消毒液　　　　＠2,100円×150本×1.1＝346,500円
防護服等セット　　＠2,850円×550着×1.1＝1,724,250円
合計　2,539千円
④地方公共団体

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

Ｒ2.4 Ｒ3.3 2,539 2,539 - - 
R2当初
（地）

27 ○ 単 -
感染防護用品
購入事業

―

①市の新型インフルエンザ等対策ガイドラインに基づき計画的に
備蓄していた感染防護用品を新型コロナウイルス感染症拡大防止
のための使用分を補填するための購入及び新型コロナウイルス感
染防止用品の購入。
②感染防護用品購入費
③
非接触型体温計　＠9,800円×10本×1.1＝107,800円
サージカルマスク　＠45円×30,000枚×1.1＝1,485,000円
サージカルマスク　＠50円×19,000枚×1.1＝1,045,000円
Ｎ95マスク　　　　　＠200円×400枚×1.1＝88,000円
合計　2,726千円
④地方公共団体

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

Ｒ2.6 Ｒ2.9 2,726 2,726 - - 
R2予備費

（地）

28 ○ 単 -
感染防護用品
購入事業

―

①新型コロナウイルス感染症拡大防止のために従来の備蓄品以
外に今後使用が見込まれる手指消毒液分の購入、市内公共施
設、市内医療機関での発熱外来設置者への除菌作業用としてオゾ
ンガス式除染装置の購入。
②感染防護用品購入費
③
手指消毒液　　　　　　　 ＠2,100円×491本×1.1＝1,134,210円
オゾンガス式除染装置　＠1,100,000×1台×1.1＝1,210,000円
合計　2,345千円
④地方公共団体

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
②発熱外来 Ｒ2.9 Ｒ3.3 2,345 2,345 - - 

R2補正
（地）
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管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金
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への給付
金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

事業
終期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

総事業費
補助対象
事業費

補助対
象外経
費

29 ○ 単 106
新生児に対す
る給付金事業

―

①④
定額給付金対象外であるR2.4.28～R3.3.31に出生した赤ちゃんが
いる世帯の生活支援
②支援金へ充当
③新生児420人×10万円＝42,000,000円
   郵送料44,000円
④令和2年4月28日から令和3年3月31日までに出生した新生児

－ － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 42,044 42,044 - - 

３月中旬から３月３１日
に出生した子に係る給
付が４月以降となるた
め（補助対象外経費
（一般財源）で対応）

R2補正
（地）

30 補 -
子ども・子育
て支援交付金

内閣府

①小学校休校期間における放課後児童健全育成事業の受け入れ
②放課後児童健全育成事業（新型コロナ対策分）
③11,000円×60日×14支援単位
Fその他は、県支出金
④新型コロナウイルス感染症対策に伴う小学校の臨時休業によ
り、春休み終了日の翌日以降、平日において午前中から開所した
放課後児童健全育成事業実施施設

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R2.4 9,240 6,504 2,168 2,168 - 2,168 -         
R2補正
（国）

31 補 -
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

（感染症対策のためのマスク等購入支援事業）
①感染症予防対策として必要な備品等を学校に配備する。
②感染症予防対策物品の購入費
③石けん液（濃縮タイプ）6,800円×20本
④市内小・中学校15校

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保
⑨教育 R2.6 R3.3 136 136 68 68 - - -         

R2補正
（国）

32 補 -
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事業）
①感染症予防対策として必要な備品等を学校に配備する。
②感染症予防対策物品の購入費
③19,500,000円
④市内小・中学校15校

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

⑨教育 R2.7 R3.3 19,500 19,500 9,750 9,750 - - -         
R2補正
（国）

33 補 -
学校臨時休業
対策費補助金

文科

①小中学校の一斉休校により給食が停止したため、食材をすでに
発注していた事業者（パン事業者）への違約金が発生した。
➁食材発注事業者への違約金
③小学校（8校分）　218,303円
　　中学校（3校分）49,404円
　　給食センター（1施設分）131,774円
　　合計　399,481円
➃食材提供事業者

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

⑨教育 R2.4 R2.8 399 399 299 100 - - -         
R2補正
（国）

34 補 -
障害者総合支
援事業費補助
金

厚労

（特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービスへの支
援事業）
①学校の臨時休校に伴い保護者が仕事を休めない場合に自宅等
で1人で過ごせない児童がいる世帯において放課後等デイサービ
スの利用が増加することが考えられることから障害福祉サービス
等報酬の増加による利用者負担額の増加について市町村が補助
をし、その利用者の負担を軽減する。
②学校の臨時休業に伴い増加した利用者負担額について市町村
が行う補助
③対象者：64人　4月～6月各対象者利用者負担額増加分合計
Fその他は、県支出金
④放課後等デイサービス利用者のうち臨時休業に伴い利用者負
担額が増加したもの

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 60 60 30 15 - 15 -         
R2補正
（国）

35 補 -
疾病予防対策
事業費等補助
金

厚労

（新型コロナウイルス感染所うの流行下における一定の高齢者等
への検査助成事業に限る）
①感染拡大や重症化を防止する観点から65歳以上の高齢者や基
礎疾患を有する者について本人希望による新型コロナウイルス検
査を行ったものに対し一定の費用を助成し、感染の早期発見・早
期治療に繋げる。
②ＰＣＲ検査または抗原定量検査に係る委託料、扶助費。
③ＰＣＲ検査費13,300円×460人、抗原定量検査6,300円×140人。
④検査を希望する次のいずれかに該当する者。
　・65歳以上の高齢者
　・慢性閉塞性肺疾患、慢性腎臓病、糖尿病、高血圧、心血管疾患
を有する者

－ － － － －
Ⅰ-２．検査体
制の強化と感
染の早期発見

㉑いずれも該
当しない

R3.1 R3.3 10,530 7,000 3,500 3,500 - - 3,530   
R2補正
（国）

36 単 -

下野市高齢者
福祉施設職員
等新型コロナ
ウイルス検査
事業

―

①市内高齢者施設でクラスターが発生したことを踏まえ、高齢者施
設に従事する職員に抗原定量検査を実施し、施設の運営を安定
的なものとし、市民が介護サービスを継続的に利用できる環境を
維持することを目的としている。
②抗原定量検査に係る委託料
③検査費用10,450円×1,000人=10,450千円
④介護保険法に基づく居宅サービス事業者、地域密着型（介護予
防）サービス事業者、施設サービス事業者が運営する市内の施設
に勤務する従業者で、検査を希望する者

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

㉑いずれも該
当しない

R3.1 R3.3 10,450 - - 10,450 - - 
R2予備費

（地）

37 単 -
小中学校蛇口
交換事業

―

①感染症対策のために必要な環境を整備する。
②小中学校の水道蛇口をレバー式に切り替える。
③２，８００口×５，３００円×１．１＝１６，３２４千円
④市内小・中学校（１５校）

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.3 R3.4以降 16,324 16,324 
物品の調達に時間を要
するため

R2補正
（地）

38 単 -
公共的空間安
全・安心確保
事業

―

①新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、顔認証付き体
温計を設置し、施設利用者の健康管理を行う。
②顔認証リーダー2台の購入
③顔認証リーダー242,000円×2台＝484千円
④しもつけ風土記の丘資料館・下野薬師寺歴史館

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R3.3 484 484 
R2補正
（地）

39 単 -

体表面温度計
測機能付き顔
認証リーダー
設置事業

―

①新型コロナウイルス感染拡大防止のため、顔認証付き体温計を
設置し、施設利用者の健康管理を行う。
②体表面温度計測機能付き顔認証リーダーの購入費
③体温計242,000円×５台＝1,210千円
④公民館４館、生涯学習情報センター

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R3.3 1,210 1,210 
R2補正
（地）



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

基金Ｎｏ

確

認

済

み

事

業

補

助

・

単

独

事

例

集

事

例

番

号

交付対象事業
の名称

所

管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

事業
終期

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

総事業費
補助対象
事業費

補助対
象外経
費

40 単 -

障害者施設職
員等新型コロ
ナウイルス検
査事業

―

①新型コロナウイルス感染症の施設における感染のまん延防止、
施設職員の不安解消と日常の活動支援を目的とする。
②高感度抗原定量検査委託費
③検査費用10,450円×200人＝2,090千円
④障がい福祉サービス事業所のうち、通所・訪問系の事業所の職
員

－ － － － － －
Ⅰ-２．検査体
制の強化と感
染の早期発見

㉑いずれも該
当しない

R3.2 R3.3 2,090 - - 2,090 - - 
R2予備費

（地）

41 単 -
保健福祉セン
ター施設感染
防止対策事業

―

①保健福祉センターにおいて、健康増進施設としての機能を維持
するため、コロナウイルス感染防止対策に必要な設備を整備し、感
染リスクを低減する。安全な施設環境を整え、市民の利用促進を
図る。
②サーマルカメラ及び空気清浄機の購入費
③サーマルカメラ １台　600千円
　空気清浄機 ４台　　440,000円×4台＝1,760千円
　交換用フィルター　 　62,700円×40枚＝2,508千円
　　　　　合計　4,868千円
④下野市保健福祉センターきらら館

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R3.3 4,868 - - 4,868 - - 
R2補正
（地）

42 単 -
保健センター
感染防止対策
事業

―

①保健センターとしての機能を維持するため、コロナウイルス感染
防止対策に必要な設備を整備し、集団検診等での感染リスクを低
減する。施設環境を整え、市民の健康増進を図る。
②空気清浄機の購入費
③空気清浄機 ６台　　440,000円×6台=2,640千円
　交換用フィルター　　  62,700円×60枚＝3,762千円
　　　　　合計　6,402千円
④下野市保健福祉センターゆうゆう館
　 下野市保健福祉センターきらら館

－ － － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R3.3 6,402 - - 6,402 - - 
R2補正
（地）

43 単 -
ワクチン接種
協力金交付事
業

―

①新型コロナウイルスワクチン予防接種を迅速かつ円滑に実施す
るため、個別接種を実施した市内医療機関に協力金を交付する。
②個別接種医療機関への協力交付金
③診療時間内に予防接種を実施する医療機関　300千円×49箇所
＝14,700千円
　診療時間外に予防接種を実施する医療機関　500千円×49箇所
＝24,500千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計39,200千円
④市内医療機関実施見込数　49箇所

－ － － ○ － －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

⑩医療 R3.3 R3.4以降 39,200 39,200 - - 

新型コロナウイルスワ
クチン予防接種の実施
が令和2年度から令和3
年度まで行われるた
め。

R2補正
（地）

44 単 -
医療従事者へ
の検査助成事
業

―

①市内の医療機関等の医療従事者にＰＣＲ県の費用を助成し、無
症状の感染者を発見し、院内感染を防ぐ。
②ＰＣＲ検査費用の助成
③医師会会員診療所等＠20,000×672人＝13,440千円
歯科医師会会員診療所等＠20,000×117人＝2,340千円
医師会非会員　　　　　　　＠20,000×47人＝940千円
訪問看護ステーション　＠20,000×53人＝1,060千円
薬剤師等（薬局）　　　　＠20,000×289人＝5,780千円
消防　　　　　　　　　　　＠20,000×140人＝2,800千円
④市内医療機関の医療従事者等

－ － － － － －
①-Ⅰ-３．医

療提供体制の
強化

⑩医療 R3.3 R3.3 26,360 - - 26,360 - - 
R2補正
（地）

45 単 -

市内飲食店営
業自粛要請推
進事業（協力
要
請推進枠地方
負担分）

―

①県の要請に応じ、一定期間休業・時短営業に協力
した飲食店に協力金を支給し、会食等による感染拡
大の防止を図る。
②休業・時短営業への協力金、協力金の支給手続
きにかかる事務費
③１事業者につき１日あたり６万円を支給、２４日分
150事業者×60千円×24日=216,000千円
地方負担分となる20%のうち、市町負担分1/6の7,200千円に充当
④要請に応じる飲食店

○ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.1 R3.2 7,200 - - 7,200 - - 
R2補正
（地）

46 単 -

市内飲食店営
業自粛要請推
進事業（協力
要
請推進枠地方
負担分）

―

①県の要請に応じ、一定期間休業・時短営業に協力
した飲食店に協力金を支給し、会食等による感染拡
大の防止を図る。
②休業・時短営業への協力金、協力金の支給手続
きにかかる事務費
③１事業者につき１日あたり４万円を支給、１４日分
70事業者×40千円×14日=56,000千円
うち地市町負担分の1,960千円に充当
④要請に応じる飲食店

○ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.2 R3.2 1,960 - - 1,960 - - 
R2補正
（地）


